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はじめに．
　本論文は，1970年代のオイル・ショック以降，強力な勢いで危機を乗り越えたトヨタ生産方式の
国際的な移転に関する考察を狙いとする。具体的には，（1）トヨタ生産方式の動向と課題，（H）
トヨタ生産方式の周辺，（皿）トヨタ生産方式の米国への移転，（IV）韓国自動車産業とトヨタ生産
方式の移転という順に，米国のフォード・システムを基盤にして形成されたトヨタ生産方式の米国
自動車産業への移転現況，また1980年代以降自動車産業での先進国入りを目指している韓国自動車
産業でのトヨタ生産方式の移転現況および韓国自動車産業への移転可能性を模索することを目的と
する。
　本論文では，生産方式と，その支えとなる労務管理を柱として，トヨタ生産方式の移転に伴って
米国と韓国の自動車産業での生産管理と労務管理上の変化がいかに行われ，また各国の自動車産業
はいかに適応しているのかを究明する。
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1．　トヨタ生産方式の動向と課題
　トヨタ生産方式は，いくつかの重要な出来事を経て，次第に形を整えてきたものである。紡績か
ら自動車への技術・組織革新の移入が特徴である第1段階，人員増なしの増産を特徴とする第2段
階，「カンバン」．方式の誕生を特徴とする第3段階，企業グループへの適用が行われる第4段階一
これらの過程を経て体系化された。1）そしてトヨタ生産方式は，トヨタ自動車の創業者である豊田
喜一郎の発想，トヨタ生産方式の実践者であった大野耐一の長期間にわたる試みと挑戦，そして戦
後の日本の経営環境という三つの要素が絡みあって生み出されたものである。
1．　トヨタ生産方式の体系
　トヨタ生産方式の目的は「モノ造り」の方法の合理性を追求し，「ムダ」の徹底排除で原価低減
を行うことである。2）そして「ジャスト・イン・タイム」（JIT）と，（ニンベンのついた）「自働
化」の2本柱を中心に構成されている。ここでJITとは「一台の自動車を流れ作業で組み上げてゆ
く過程で組み付けに必要な部品が，必要なときにそのつど，必要だけ生産ラインのわきに到着する
ということ」3＞であるし，「自働化」とは不良品が前工程を混乱させるようなことのないようにす
るものである。JITを実現する方法は，後工程が使うものを前行程に取りにいく「プル・システム」
である。「カンバン」はその道具としての情報を伝達する機能をもつ。JITのサブシステムとして機
能しているのは，カンバン方式，生産の平準化（最終組立ラインが各種製品を毎日サイクルタイム
にしたがって均等の量でつくっていくこと），生産のリード・タイム短縮（特定のものの生産指示
から完成し出荷するまでの時間間隔の短縮），段取り替え時間の短縮，U字型機械配置と「多能工」
などである。これらはすべて相互に関連して作用している。
　カンバン方式を実行に移すためには，生産を平準化して，最終組立ラインが時間当たりに引き取
る部品の量が平均化されているようにしなければならない。そうした生産の平準化を進めるために
は，生産のリード・タイムが短縮されなければならない。なぜならば，様々な部品が毎日迅速に生
産されなければならないからである。これは，小ロット生産あるいは，「一個流れ」の生産ならび
に運搬によって実現される。標準作業の組み合わせにより，一単位の製品の加工に必要なすべての
作業をサイクル・タイム4）内に完了することができる。
　自働化はとりわけ消費者の満足をもたらすための最も重要な点である品質管理と関わって不可欠
なものであるし，工程での連続的な生産の流れを確保するのにも必要な装置である。自働化を支え
るサブシステムとしては，「ポカヨケ」，「目で見る管理」手段が活用される。品質管理装置および
不良防止装置として機能する自働化は，なによりも異常が発生した時，ラインを自動的に停止させ
ることによって，その重要な目的を達成することができる。
　1990年代に入ってから経営環境の変化から見られるトヨタでの新しい対応戦略は次のようであ
る。トヨタが日本国内では愛知県以外に初めて建設した最新工場である宮田工場の試み，宮田工場
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とは異なって30年も前のものではあるが，元町工場での変化の実態を検討することによって，今後
のトヨタの工場づくりという点で大きな示唆が示される。人と機械の共存を実践させた元町工場の
特徴5〕は，「人が主体の，人を大切にした工場」，「機能別に分けた五つの自己完結型ライン」，「き
つい作業を一掃，働きやすい工程」，「作業者の養成もチーム主体で自主的に」などである。また宮
田工場の特徴6）は，「自然環境と調和し，人を大切にする工場」，「一滴の油もない，虫の音も聞こ
えるプレス工場」，「機能別に分けた11本の自己完結型ライン」，「随所に見られる人にやさしい改善
と工夫」などである。
ll．　トヨタ生産方式の周辺
1．グループへの適用
　カンバン方式の企業グループへの適用のもっとも重要なポイントとしては四つがある。つまり，
「下請企業に提供される月次ないし日次情報」，カンバンを利用した「後補充方式」，「順序計画表に
よる順序引き方式」，外注カンバンの親メーカー内部での巡回の仕方などである。7｝トヨタと下請
企業との取引関係の特徴8）は，長期的関係（その期間は製品のライフ・サイクルによって定められ
る），制度化された階層関係，契約化されている関係，イノベーションを促進し利益とリスクの配
分を内部化する関係などである。
　「カンバン方式」に関わる問題点としては，下請企業でのJITの導入による納入回数の増加，運
搬経費の増大による労働時間の延長，下請企業の危険負担を覚悟した見込み生産の負担，また生産
の平準化に対応するための設備専用化の負担や段取り替えを図らなければならないことが指摘され
る。9）
2．労務管理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用管理
一トヨー
トヨタの労務管理
労使関係管理
注：猿田正機、fトヨタシステムと労務管理」、税務経理協会、1995年、
　46ページを一部修正。
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　トヨタの労務管理は，労働者一人一人に対するきめ細かい「職能資格」を中心とした「個人別管
理」である人事管理，組別に分かれている「QCサークル」の活動を通じて管理される小集団管理，
全従業員を相手にする全従業員集団管理，工場単位を越える範囲で行われる労働者管理としての労
使関係管理に分類できる。1°｝
　人事管理は，雇用管理，労働時間管理，昇進・昇格・昇級管理，賃金管理，教育訓練管理で構成
されている。小集団管理は，トヨタにおいて，人事管理と全従業員集団管理を調和させる重要な役
割を担っているが，その中心になっているのがQCサークル活動である。全従業員集団管理は人間
関係づくりを通じる従業員の参画意識を高揚させること，あるいは従業員自身による自主的な活動
による自主性の確立，独創性の発揮等を目的とする人間関係管理と，福利厚生管理で構成されてい
る。労使関係管理は「労使協議制」11｝によって行われているし，労使関係の性格は，会社と組合と
の相互信頼を基盤とすること，生産性の向上を通じて企業の繁栄と労働条件の維持・改善を図るこ
となどを特徴とする。12）そしてトヨタ労働組合は，労使協議・労使懇談会体制のもとで労使関係の
深刻化を未然に防ぎ，労働者を生産性向上に積極的に協力させるという役割を担う。
3．販売管理
　トヨタの販売網の特徴13）は，販売網の量的な巨大さ，専門店とテリトリー制14）の採用，系列ディ
ーラー間の競争を利用した体制，地元資本の利用などにある。トヨタの信用プラス地元資本の信用
という二重の効果によって販売力が強められることと，そして，地元出身者の採用からなる社員の
地縁・血縁が販売にプラス効果をもつことなどが指摘される。トヨタ生産方式のコンセプトの販
売・サービス部門への適用による改善としては，入庫車の平準化，作業手順の標準化という観点か
ら改善作業を実施したことなどがあげられる。そしてこうした改善の課題に対する改善の方向とし
て，4S（整理・整頓・清潔・躾）の実施，仕事量の平準化，時間あたりの納車台数管理，作業の
標準化などが行われた。実施した成果としては，ショップ内の不要品を撤去，モノや工具の置き場
や必要数の表示ができるようになったこと，また，モノや工具の担当区分が明確になり，受付から
納車までの間は作業対象車には工程表示カードを掲示することになったこと，そしてエンジニア各
自が仕事の予約をあらかじめ把握できるようになったことがあげられる。
皿．　トヨタ生産方式の米国への移転
　ここでは上で述べてきたトヨタ生産方式を日本以外の国で，トヨタ側がいかに適用し，またトヨ
タ生産方式を受け入れる国の企業ではいかにそのメカニズムに適応しているかを検討することとす
る。具体的には，トヨタ生産方式のどの部分が受け入れ国にどの程度まで影響を及ぼしたかを国別
に分けて調べる。そして1980年代中・後半から高度成長をし，1993年には生産台数の面で世界6位
にランクされ，先進国入りの岐路に立っている韓国自動車産業へのトヨタ生産方式の移転現況およ
び移転モデル設定を探ることを重要な目的とする。
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1．世界各国への移転の現状
　世界有数の自動車メーカーに成長したトヨタ自動車は，自社市場の世界的な拡大と，これに伴っ
て発生した国際的な経済摩擦問題に対応して，経営活動のグローバル化に取り組んできた。1993年
12月現在，世界の24ヵ国と地域の34ヵ所で生産会社を設立し，乗用車，トラックの部品の生産と完
成車の組立をおこなっている。15｝トヨタ自動車のトランスプラントの歴史的な過程をみると，初期
は日本から必要な部品の一式を輸出して現地で最終組み立てを行ういわゆる「ノック・ダウン
（㎞ock　do㎜）方式」16）をとったが，これをトヨタの「クルマづくり」の仕組みとしてのトヨタ生
産方式の本格的な国際移転として議論するには限界があった。
　しかし，1984年アメリカのGM（General　Moters）との合弁で設立されたNUMMI社（New
United　Motor　Manufacturing，　Inc．），86年ケンタッキー州で設立されたTMM社（Toyota　Motor
Manufacturing，U．S．A．，Inc．）とカナダのオンタリオ州で設立されたTMMC（Toyota　Motor
Manufacturing，U．S。A．．Inc．），そして86年イギリスで設立されたTMM（Toyota　Motor
Manufacturing．　UK）の存在によって，本格的な国際移転が行われていたといえるほど大きな転機
を迎えた。このグローバル化にあたってのトヨタの基本理念は，一言でいえば「その国の良き企業
市民になること」（Good　Corporate　Citizen）17）である。ノック・ダウン生産中心のトランスプラン
トから脱却し，中期的視野で現地に根を下ろした企業になることをめざして，その国の経済発展へ
の寄与のみならず，政治・文化への寄与ならびに企業としての社会的責任を果たすことを目標とし
ている。
2．米国への移転状況
①トヨタの米国企業へのトランスプラントのプロセス
　トヨタの米国企業へのトランスプラントのプロセスは，大きく分けて3段階に区分できる。夏8）ま
ず，第一段階に生産システムの中に自体の漸進的な改善や変革を創出するメカニズムが組み込まれ
ていることがある。その改善活動の一端がQCサークル活動，アイディア提案制度，　ZD（Zero
Defects）運動，4Sなどの諸活動である。これらの活動は，　QCD（品質・原価・納期）についての
漸進的改善という，短期的で比較的容易に実現可能な目標を設定して達成する運動を継続的に反復
する方法が採用されることである。
　第二段階は，そうした製造現場の小集団による日常的な小さな改善を基盤としながら，製造現場
のアイディアを生産技術部・設計部門の技術的専門能力にまで実現するという形で現場の改善活動
を全社的に拡大する。
　最後の第三段階では，このような改善メカニズムを取引する下請企業にも移転し，下請企業を含
めて漸進的な変革を推進するところにまで拡大する。そこでも当初はQCDの向上が課題とされる
が，その後は工程や部品の設計技術の移転にも力を注いでいく。次に，トヨタ生産方式の海外移転
のプロセス，つまり移転の方法としては，図ln－1で示すような流れで行われている。
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図皿一1　トヨタ生産方式の海外移転プロセス
日本国内でのトヨタ生産
方式の体系化の形成 → 米国へのトランスプラントの土壌づくり
　現地人の自らの「改革を
創出するメカニズム」の完成
安定した生産活動
　の維持
日本人の指導
現地での再現
出所：小川英次、　「トヨタ生産方式の研究」、日本経済新聞社、1994年、98～108ページより作成。
　現地従業員へのトヨタ生産方式の移転は，大きく現地従業員の教育・訓練と，現場改善メカニズ
ムの移転との二つに分けて説明することができる。19）
　まず，現地従業員の教育・訓練から調べてみる。これは工場で実際働いている現地の従業員の
人々に移転される生産方式を正しく理解してもらうという面から非常に重要な意味をもつ。その方
法としては，モデルとなる日本国内の新工場を選び，現地従業員をその新工場に派遣して研修を行
う，という形式をとる。研修の時間は3週間であり，従業員派遣者数はグループに分けた20～30人
ぐらいである。この研修を受けた人々は製造現場の4～5人の作業員からチーム・リーダー，ある
いは4，5チームを管理するグループのリーダーとして，今度は他の従業員に日本で学んだことを
伝達し，指導する。
　次は，現場改善メカニズムの移転の問題をとりあげる。ここではその中で重要な点として認識さ
れるキー・パーソン・プログラム（Key　Person　Program），自主研（Jishuken），　TPM（Total
Preventive　Maintenance），　QCサークル活動の運用について説明する。
　まず，キー・パーソン・プログラムとは1991年から開始されたトヨタ生産方式トレーナーの養成
のことをいう。できればトヨタ方式を他の人々に指導できる現地人スタッフを育て，彼らを通じて
トヨタ生産方式の移転・普及を図ろうとする計画である。第2の「自主研」とは，ある特定の職場
に他部署の人々が集まって改善活動を行う研究会のことであるが，日本のトヨタ本社ではもとより，
トヨタのグループ企業においても広く実施されている。第3のQCサークルは自主研に先立ち1992
年から始まったが，QCサークルという言葉を使用せずに，　PSサークル（Problem　Solving　Circle）
と呼んでいる。これは，この活動が単に品質問題のみを取り扱うのでなく，作業に関わる各種の改
善活動を対象にすることから誤解を与えないようにPSCと呼んでいる。第4のTPMも導入され，現
場の掃除作業を作業者自身が行うようにしている。しかしアメリカでは職務区分（Job
Classification）が明確に存在するため，日本で容易になされていた4S運動などが行われにくい点
もある。2・）
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②NUMMI社の労務管理
　新しい生産方式のメカニズムの移転と同時に，考慮しなければならないのは労務管理上の調整で
ある。なぜなら，新しい生産方式を円滑に運用するためには現場で直接働いている従業員に対する
運用方針も変えなければならないからである。21）本稿では，NUMMI社の労務管理とトヨタの労務
管理との全体的な比較をするよりも，前者の中で特にトヨタ生産方式の移転に関わる条件として重
要視されている点のみを取り上げることとする。つまり，従業員の採用・教育訓練・賃金体系・作
業チーム・労使関係を中心に検討する。NUMMI社での労務管理については島田晴雄ee）と安保哲夫
23）の研究によることにする。
　まず，NUMMI社の採用の場合，ホンダや日産が都市から離れた農村地帯に立地し，工業労働力
とりわけ自動車生産労働に従事したことのないいわば素朴な農村地帯の若い労働力にその供給源を
求めたこととは異なって，旧フリーモント工場で働いていたベテランの自動車生産労働者，しかも
UAW（United　Automobile　Workers）の組合員であった人々を優先的に採用せざるを得なかった。
採用のやり方については，長い時間（集中的に選考する場合でも3～4日間かかる）をかけ，詳細
な評価を通じて綿密な選考を行っている特徴がある。選考の基準としても，従業員の技能や経験よ
りもむしろ仕事に対する態度や行動パターンの方が決定的な要素である。このようなことは，アメ
リカ企業の採用慣行からは通常考えられないことである。
　第2の教育訓練は入社のオリエンテーション・日本への派遣研修・帰国後の職場訓練・各種の特
定目的の訓練などを組み合わせあるいは繰り返して行われている。日本への派遣研修は200～400人
ほど研修生を3～6週間ほど派遣し，オリエンテーションのあと配置を予定している各々の分野で
の実習をさせている。派遣研修は一般生産部門から保全部門まで広い範囲から選ばれるが主として
グループ・リーダーやチーム・リーダーあるいはその候補者たちが多い。現場での実習は指導員役
のパートナーを決めてマン・ツー・マン方式で行われている。さらに，このような立ち上がりのた
めの初期的な訓練だけではなく，保全部門の力量向上のための訓練などの特定目的の訓練プログラ
ムが数多く実施されている。教育訓練のうち，もっとも重要な役割を果たしているのがOJT（On
the　job　training）である。毎日の作業を通じての発見と学習，チームの助け合いや問題解決などが
現実の作業能力を高める。
　第3の賃金体系は職務構造が単純化されているため比較的に単純である。大きく分けて一般作業
職と熟練保全とに区分できる。賃金率は日系企業でもそれぞれ異なるが，表m－1に示されている
ようである。この賃金水準はピック・スリーにほぼ近い額となっている。24）
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表111－1　米国での日系企業の賃金率（時間給）比較（1988年現在）
職務区分（賃金率）
日系企業名
一般職（＄） 保全職（＄）
ホンダ 13．2 15．3
日産 11．1～12．9 13．5～15．2
NUMMI 14．2 16．8
マツダ 12．2 14．2
注：1）「オート・モーティブ・ニュース』紙，1988年による。
　　2＞島田晴雄，前掲書，194～195ページ。
　しかし，一人前の基本賃金率に到達するまではある程度の昇給期間を設けていることが給与体系
上の特徴である。つまり，初任給から6カ月ごとに昇給し，1年半後に初めてこの基本賃金になる
形をとっている。
　賃金の改訂はUAWとアメリカ自動車企業との間の慣行に準じ，生計条項（COLA）により行って
いる。このように給与体系はかなり単純かつ明快にできているが，そのことは逆に，個人別の成績
査定の介入する余地がきわめて乏しいことを意味している。25）また，ボーナスの支払い方法はピッ
ク・スリーと同様に，年収（基本給，COLA，シフトプレミアム，残業手当，休日出勤手当，その他
の合計）の3％を1年に1回ボーナスとして支給している。
　第4の昇進の決定基準としては，従業員の作業能力を重視する傾向が強い。賃金決定要因として
の人事考課は行っていないので，日本のような賃金と昇進の両方に連動する成績査定は行っていな
い。しかし，能力は判定しており，昇進の際それを利用している場合が多い。なお，米国のビッ
グ・スリーの場合，時間給労働者の職務昇進は先任権（seniority）に従い，それはまた配置転換，
シフト選択，休暇の取得などの基準となっている。
　第5は作業チームについてであるが，日系企業の職場組織の最も重要な特徴でもある。作業チー
ムは職場の作業集団の最小単位（約10人前後からなる）で，その大きさは職場の技術的条件によっ
て異なる。チームは，一人のチーム・リーダー，その上の組長をグループ・リーダーとしている。
チーム；リーダーとメンバーはいわゆるアワリー（時間給労働者）であり，グループ・リーダーは
サラリー（月給労働者）に属する。作業チームの重要な役割は作業割当であるが，作業割当権はグ
ループ・リーダーに与えられており，グループ内のレイアウト変更もリーダーによって行われる。
　第6は労使関係についてであるが，その重要な内容は表皿一2に示されている。労使関係の基本
的な考え方や労働協約のポイントとしては次のように要約できる。つまり，相互信頼・相互理解を
基本とした協力的労使関係の確立のため，徹底した話し合い（ストによらない問題解決），柔軟な
生産方式の確立（マネジメント権限の大幅な分散，職務区分の減少，チーム制の導入），雇用の安
定への努力（レイオフ実施の前に，会社幹部の給与削減，希望退職者募集などの積極的手段を講ず
る）を行うことである。
　また，雇用面で，マイノリティーに十分配慮して白人（45％），ヒスパニック（28％），黒人
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（18％），アジア人（9％）の割合で従業員が構成されている点もNUMMI社の特徴である。
　　　　　　　　　　　　　表111－2　NUMMI社の労使関係概要
時期 内　　　　　　　　　　　容
1983年9月 元労働長官Usery氏の尽力によりUAWと覚書に調印
1985年6月 正式な労働協約締結（7月1日より3年間有効）
1986年10月 ILO総会で，良好な労使関係の米国での代表例として紹介される。
1988年6月 第1回労働協約改訂交渉
1991年6月 第2回労働協約改訂交渉
注：NUMMI社の資料より作成。
③米国へのトヨタ生産方式の移転に対する評価
　我々は米国の日系企業の内，米国の代表的な企業GMと，日本的生産方式の代表的なものを産み
出した企業トヨタとの合弁会社であるNUMMI社での生産方式移転の成果（具体的には生産方式お
よび労務管理面での日本との比較）と，米国に対する日本的生産方式の移転に対する安保哲夫の総
合的な評価を通して米国でのトヨタ生産方式の移転の評価をしたい。まず，NUMMI社の場合，
1982年閉鎖されたカリフォルニア州のGM社の旧フリーモント工場の状態〔欠勤率20％以上，過剰
生産能力（overcapacity），低品質，高コスト，険悪な労使関係など〕26）と比べ，1980代末には驚く
ほどの好成績を達成した。（欠勤率3％，一人当り年間生産台数63台一米国内の他工場の平均値を
40～50％上回る，品質一GMの中で最高の品質と評価される）27）　むろん，こうした短期間での驚
くべき成果の陰には，米国という異なる社会的背景や風土や環境の下で，トヨタ生産方式を移転す
るための周到な準備があった。
　また日本的生産方式の米国への移転に対する安保哲夫の総合的な評価28）一現地・日系工場に対
する適用・適応度評価一にも表れているように，現在日本工場が全体として日米両要素を様々な
面で混ぜながら，取り組んでいることが分かる。「日本的方式の適用度合を判定し，もっとも日本
的方式に近い場合には『5』と評価し，最もアメリカ的方式に近い場合には『1』，その中間なら
『3』という点数をつける方式を採用した」29）場合，総合的評価数値は自動車部品産業が3．6，自動
車組立産業が3．5になる。日本的生産方式の米国に対する移転の総合的な評価について，安保哲夫
は次のように結論づけている。「日本的生産方式の対米移転の難しさを考慮すれば，予想を上回る
適用水準であるというべきであろう。そしてこれに対するパフォーマンスは，コストを加味した生
産性の実質でみて，日本の新工場の60～70％程度であり，現地工場ベースで採算にのっているもの
はまだ少ないが，それでもアメリカ市場においてアメリカ企業の工場との競争で優位に立ち，これ
に代替しつつあるのである。このような意味において，現状では，現地日系工場への新工場システ
ムの移転はひとまず成功的に実現している。」3°1
　以上のように，トヨタ生産方式の移転が行われてからの歴史的期間が短いため，様々な面で今後
変化の可能性も考えられるが，これらの二つの分析によると，控え目に見ても成功的であると結論
づけたい。
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N．韓国自動車産業とトヨタ生産方式の移転
　ここでは現在の韓国自動車産業へのトヨタ生産方式の移転に関する問題を取り上げる。その具体
的な内容としては，韓国自動車産業の発展過程・動向・課題などをトヨタ生産方式の韓国自動車産
業への移転の問題と結び付けて検討する。　韓国自動車産業へのトヨタ生産方式の移転の現状につ
いては，韓国自動車生産台数の約90％を占めている韓国自動車メーカーの3社（現代・起亜・大宇
自動車）を中心に説明する。
1．韓国へのトヨタ生産方式の移転
　韓国自動車産業は，自動車産業の技術発展過程を基準として見れば，発芽段階（1903～1961年）
→KD組立段階（1962～74年）→固有モデル開発段階（1975～83年）一輸出産業化段階（1984～現
在）を経て発展してきた。31）韓国の自動車産業の発展戦略は，1970年代半ば以降の先進国自動車メ
ーカーの支援の後退，国家主導の重化学工業の育成政策，そして韓国自動車メーカーの経営者側の
固有モデルの生産指向政策が行なわれる中で，独自的な産業発展を可能にする重要な基礎となった。
　韓国の自動車メーカーはかなり以前からトヨタ生産方式に対して強い関心を持っていたが，これ
を導入するための本格的な試みは80年代半ばから進められてきた。32）QCサークルtr提案制度，　ZD
運動などトヨタ生産方式の模倣は70年代半にはすでに見られた。しかし，作業組織の面では80年代
半ばからJITを含む日本的な労働編成などに高い関心がよせられ，これを韓国自動車メーカーの作
業現場に導入するための試みがなされ始めた。33）特に，最近，作業現場の労使関係が相対的に安定
局面に入りつつあることもあり，トヨタ生産方式の導入問題が新たな意味を持つようになってきた。
作業現場を見ると，JIT方式の導入と並んで，作業組織の改編のための機械設備のU字型レイアウト
が一部の企業で採用されている。表IV－1は韓国の自動車メーカーにおけるJITやU字型ラインの導
入状況を示している。
　実際，韓国の自動車メーカーは，トヨタ生産方式の導入に対してきわめて意欲的に取り組んでお
り，評価もかなり肯定的である。鋤こうした事実を見る限り，韓国自動車メーカーにおいてトヨタ
生産方式の導入の問題は，少なくとも実験段階を越えたことを示していると思われる。しかしなが
ら，労働者の対応が排除されたままでのこのような企業側の一方的な試みには，労使関係を悪化さ
せる恐れが残存している。
表IV－1　日本型作業組織の導入状況（単位1企業数，％）
導入方式 導入した 導入していない 合計
Jrr 31（18．1） 140（81．9） 171（100．0）
U字型ライン 55（32．2） 116（67．8） 171（100．0）
出所：朴俊植，f社会評論」，（1992年，ソウル）7号，367ページ。
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　最近，トヨタ生産方式の導入が行われてよい成果を上げている大宇自動車（株）の実践的事例と，
トヨタ生産方式の導入を目指して具体的な計画が立てられている亜細亜自動車（株）における活動
状況を紹介したい。まず，大宇自動車の場合，1993年から始まった「NAC（New　Automotive－
industry　Concept）挑戦運動」という活動の中でトヨタ生産方式の実践が行われているが，具体的
には生産管理上で標準作業，後補充方式，平準化生産，「NAC納入指示カード」（カンバン），　ZD運
動，「標準作業研究会」の活動などが行われていた。35）そして下請企業の育成のためにNAC挑戦運
動を共通のテーマで，すべての下請企業へ拡散普及させようとし，1993年度からは大規模で指導
および教育活動を展開してきた。図IV－2は大宇自動車での生産管理上の運用実態を示したもので
ある。
　また1994年に計画されている亜細亜自動車での「NPS（New　Production　System）運用計画案」
はトヨタ生産方式の導入を目指している二つ目の具体的な例である。けれども，亜細亜自動車ヘト
ヨタ生産方式を適用するために投資される項目には，全体的なカンバン方式の運用のためのアドバ
イザーとサブアドバイザーの諮問費用，カンバンの発注のための電算システムの改善費用，作業者
向けのカンバン方式活用のための教育・訓練費用などがかかると予想された。亜細亜自動車側の主
張によれば，部品在庫の低減と物流部門の人員削減から出る効果はそれぞれ10億ウォンと13．5億ウ
ォン程度と見積もられ，費用をはるかに上回る効果が得られると予想されている。
　　　　　　　　　　　　　図IV－2　NAC生産管理システムの範囲
NAC生産システム
NAC生産体系
標準作業 後補充生産方式
理想管理
体系
NAC物流体系
標準化 物流基板
¥築
NAC
bard
緖ｮ
　　　　　　L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿」　　　　　　　　　　　　L＿．．一一．．一．．　＿＿＿＿」
　　　　　　　　　　工場内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工場間
出所：大字自動車（株）「世界経営を目標とするNAC挑戦運動」，1995年，社内資料より作成。
2．労務管理
　1987年「6・29宣言」（盧泰愚前大統領による民主化宣言）は韓国の労使関係の全般にわたる大
きな変化の契機になり，自動車産業の労使関係に対しても転機を余儀なくさせた。1987年後半の韓
国の労働争議発生件数は前年に比べ13．5倍，平常期に比べ30倍も激増した。この背景には，産業化
の急速な進展にも関わらず，労使関係の近代化や労働政策の整備があまりにも遅れていたことや，
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労働運動が政府によって過度に押さえ付けられたことによって，爆発の潜在力を大きく蓄積させて
いたことがあったと考えられる。36）ここでは「6・29宣言」以降，急激な変換期を迎えている韓国
自動車産業の労務管理について検討する。
　まず，韓国自動車産業の労働過程の性格は現代自動車従業員とのインタビューを通して把握でき
る。つまり，自動車メーカーの労働過程は，調査対象の93．5％が自分の仕事がいつでも他の従業員
に代替可能だと認識されるほど「不熟練化」している。
表IV－　2　仕事をやめる場合，自分がやっていた仕事に及ぼす影響
　　　　（現代自動車従業員とのインタビュー，1991年現在）
質問内容
?
誰でも簡単に交替できる
197
となりの仲間が自分の代わりに交替できる
738
他の人が交替し難い
66
出所：韓国社会科学研究所，「現代自動車労働組合の位相と戦略樹立のための調査研究（1次報告）」，1991年，9～11
　　ページ。
　第2は，自動車メーカー3社の製品販売額の中で労務費が占める割合についてであるが，これは
1987年の6．1％から持続的に増加して1990年には9．3％になっている。しかし，このように，労務費
の割合が増加する反面，同期間での材料費の割合は逆に減少していることに注目したい。部品国産
化が進展して部品メーカーが「規模の経済性」を実現するにしたがって，材料費の割合は急速に減
少して製品販売総額から販売原価が逆に減少していたことが分かる。
　第3は職場小集団管理であるQCサークル活動について調べる。韓国の自動車メーカーにおいて
も従業員の参加意識を高めて，生産性を高めるためにQCサークルを行っている。具体的には現代
自動車と起亜産業がTQC，また大宇がSQC（Statistical　Quality　Control）という形で行っている。提案
制度は従業員一人当り平均提案件数および採択率が80年代半ばから持続的に上昇する傾向が見られ
るが，この制度は形式的な側面のみを導入しているだけで定着しているとは必ずともいえない。37）
　表IV－3は韓国自動車メーカーの提案制度の運営現況を示しているが，現代自動車，起亜自動車
ともに従業員一人当りの提案件数と提案採択率が徐々に上昇しているのがわかる。
表IV－3　韓国自動車メーカーの提案制度の運営現況
現 代 起 亜
年　度 従業員一人当り提案 提案採択率 従業員一人当り提案 提案採択率
件数 件数
1982年 1．8 47％ 0．4 62％
1983年 2．0 51％ 1．4 63％
1984年 23 54％ 3．1 79％
1985年 2．8 67％ 5．7 91％
1986年 5．0 70％ 10．6 94％
出所：Hyung　Jae　Cho，前掲書，199ページ
一250－一
　第4は教育問題についてである。これは第1で示した韓国自動車メーカーの労働過程上の特徴で
ある「不熟練化」の状態と関わりがある。つまり，自動車メーカでは従業員の仕事上の自己実現欲
求を解決するために専門技術教育を順次的に行っている。しかし韓国の自動車メーカーはまだ本格
的な多能工化教育は行っていない。具体的な教育内容は現在，進行中である自動化・合理化に対す
る適応能力を高めるのにその主な目的があると判断される。さらにこのような教育もまだ全社的な
次元での教育投資を本格的に拡大しながら重点的に推進しているとはいえない。より大きい問題は
現場の従業員が技術教育を受けて職務能力を向上させても現場でこれを活用する機会が少ないだけ
でなく，能力向上に伴ういかなるインセンティブ・プランも備えられていないことである。
　第5は労使関係についてである。韓国自動車メーカーは6・29宣言以降，これまでの「専制的な
労働統制」が時代遅れとなっている現況において，労使の相互協力に基づく「産業平和」を早期に
定着させようと努力している。つまり，従業員の賃上げおよび勤労条件の改善の要求を相当受け入
れて，労使協議に基づく労使の意思疎通の改善を通して労使関係を安定しようとしている。このよ
うな政策は労使紛争による大きな経営上の打撃を防ぐために自動車メーカーが従業員の要求に大幅
に譲歩するのに伴い，現実的な推進力が与えられている。
　　　　表IV－4　韓国自動車メーカー3社の労働組合現況（1989年12年現在，単位：名）
区分 現代 起亜 大宇
従業員総数 37708 18471 15939
労働組合員数 26309 8851 11168
加入率 69．8％ 47．9％ 70．1％
労働組合形態 Union　ShOP Open　ShOP Open　ShOP
出所　：韓国自動車工業協会，「自動車工業の賃金交渉」，r韓国の自動車産業」，1990．2．b，25ページ。
4．下請企業の現況
　1980年代後半以降，韓国自動車メーカーは韓国自動車産業の長期的な発展のためには部品メーカ
ーの育成が不可欠だと判断し，政府の支援を受けながら部品工業団地の造成，部品総合技術研究所
の設立，部品メーカーに対する財政支援拡大・技術支援・経営指導などを推進している。これは部
品メーカーに対するこれまでの政府の政策の成果として一層進展した。表IV－5では韓国自動車メ
ーカー3社の下請企業協力会の構成現況を明らかにしているが，協力会加盟企業の90％以上が韓国
自動車メーカーに資金支援をうけている状態であることがわかる。しかしこの分業関係は自動車メ
ーカー別に1次下請企業から3次，4次下請企業の末端小規模の下請企業にいたるまでピラミッド
型に系列化されている日本の自動車産業の状態とは異なり，下請企業の階層的組織化の形態をとら
ず，「単層的」形態にとどまっている。38）
　この単層的な下請関係を「中層的」下請関係に変化させるため，自動車メーカーは二つの政策を
推進している。つまり，「モジュール（module）生産」と部品メーカーの自立的な競争力確保のた
めの「供給先多元化」政策を推進している。ここでモジュール生産とは自動車メーカーに納入する
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1次下請企業の最終部品数を最小限に減らし，残りの部品は1次下請企業と取引関係を結んでいる
2次下請企業に生産させることをいう。
　　　　　　　表IV－5　韓国自動車メーカー3社の下請企業協力会の構成現況
自動車メーカー 協力会名 構成年月日 会員業体数
現代自動車 現代協同会 1984．4．12 107
起亜自動車 起亜協力会 1977．11．15 154
大宇自動車 大宇協信会 1984．2．28 177
出所：韓国自動車協同組合編，「自動車工業編覧」，（1989年，ソウル）。
5．韓国自動車産業の課題
①政府の政策上の課題
　韓国政府は今後，韓国自動車産業へのトヨタ生産方式の導入を円滑にさせるためには二つの重要
な問題を解決しなければならない。つまり，韓国自動車産業の自立的な成長・発展のために今まで
行ってきた政府主導の政策を民間企業主導に変えていくことと，安定的かつ自立的な労使関係の維
持をはかるために政府の自動車産業に対する介入を縮小・調整することである。
　韓国自動車産業の未来は韓国自動車メーカーと労働組合がいかに新しい生産方式に対応できるか
にかかっている。しかし韓国自動車産業は技術力の不足，労使関係の不安定性，部品メーカーの弱
い基盤など世界的に拡散されている新しい生産方式に適応しにくい構造的な障害に直面している。
②自動車メーカーの経営環境変化に対する対応
　韓国自動車メーカーが経営環境の変化に対応していくために解決しなければならないことには，
具体的に工場現場での課題と労務管理上の課題が存在する。工場現場での課題としては，品質管理
および従業員の作業意識の変化，現場作業者の権限拡大，QCサークル活動の活発化，工場自動化
率の向上などがあげられる。
　まず，品質管理および従業員の作業意識上の問題は製造後の再修理作業が多いことである。工場
の工程内での不良率を下げ，「現場で品質をつくり込む」努力より，製造後の検査・修理によって
品質を確保しようとするからである。その背景には，韓国の内需市場の急速な拡大に伴う供給不足
が起因した結果でもある。したがって，従業員側も品質向上のための努力の必要性意識が稀薄にな
っている。
　第2の現場作業者の権限拡大については，品質検査および自動化設備の運営に関して現場作業者
の参加の機会も権限も狭いことが指摘されている。品質検査の場合，専門職員が別におり，現場作
業者の品質検査および責任の範囲が制限され，職務移動，予防点検，標準作業に関する情報伝達が
円滑にしにくいと評価されている。これは韓国自動車産業の水準が単純・反復的労働過程を特徴と
するフォード・システム的労働過程にとどまっていることを示す一例である。
　第3のQCサークル活動については，徐々に韓国自動車産業のQCサークルの組織率が高まる傾向
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がみられるものの，まだ活動の内容が不明確であり，現場改善活動に必要な生産・品質に関わる情
報不足，統計的な品質管理などの活動が貧弱であることが指摘されている。これはQCサークルの
組織化努力だけではなく，サークルの具体的な活動が活性化されるための努力も必要だということ
を示している。
　第4は工場自動化についてである。1980年代には工場自動化が韓国自動車産業の既存の問題をほ
とんど解決してくれるものとして認識された時もあった。これは工場自動化の狙いが，単純に従業
員を機械に代替する目的として認識されていることである。自動化も「融通性がある自動化」
（fleXible　automation）と融通性が乏しい自動化（hard－automation）に区分されるようになってから
自動化に対する認識が転換されている。これはトヨタ生産方式でいう「ニンベンがついている自働
化」へ認識を変える必要性を意味する。そして表IV－6では，韓国自動車産業の生産方式に対する
分析が示されているが，韓国自動車産業の全体的な平均水準が4」1に評価されている。
表1V－6　韓国自動車産業に対するリーン生産方式分析
区分 要求水準 実際水準 差異
部品調達 5．00 3．33 1．67
工場運営（生産性向上） 5．33 4．33 1．00
品質向上 6．33 4．67 1．66
販売・マーケティング 5．33 3．67 1．66
アフター・サービス（AS） 6．00 4．33 1．67
新製品開発 5．33 4．67 0．66
平均 5．55 4．11 1．44
注1）7点尺度，1：非常に水準が低い（世界最低），7：非常に水準が高い
　2）出所：玄　永錫，前掲書，67ページ。
　次は，労務管理上の課題であるが，具体的には教育および訓練，従業員報酬，経営者の従業員に
対する認識変化，部品メーカー育成の課題などが存在する。
　まず，教育および訓練については，全体的な教育・訓練時間が足りないこともあるが，教育・訓
練時間の大部分が精神教育に偏っており，職務教育に対する時間の割合が低い点が指摘されている。
ある韓国自動車メーカーの場合，全体教育時間の25％のみが職務教育で，52％が労使関係教育に時
間を費やしている。これは組・班長級の自動化設備に対する知識不足により，作業に対する統制力
欠如という問題とつながる危険性もある。韓国自動車メーカーにおいて，勤続年数が5年未満の従
業員は全体従業員の約70％を占めており，勤続年数が2年未満の従業員は全体従業員の約20％を占
めている。このような短い勤続年数は従業員の職能不足一チーム作業障害一従業員の非合理的管理
→トヨタ生産方式導入遅延などにつながる可能性もある点で，教育・訓練の重要性が強調されねば
ならない。
　第2の経営者の従業員に対する認識変化ついては，韓国自動車メーカーの工場での自動化率は高
まっており，生産性は向上したが，品質の問題が解決できないことから，この問題は従業員に対す
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る認識変化が不可欠であることが分かる。したがって，従業員の人間性の尊重という面と結びつけ
て設備投資が行わなければならない。将来，韓国自動車メーカーが膨大な設備投資を行っても求人
難で苦しんだり，従業員からの協力を求める段階で，この問題から派生する深刻な障害に直面する
可能性もある。
　第3の部品メーカー育成については，韓国自動車産業にJITを導入するのにもっとも深刻な障害
要因として部品メーカーの技術能力不足があげられる。最近，韓国自動車メーカーのエンジン，ト
ランスミッションの設計・生産に参加する企業も増えて技術能力の向上が期待されるが，根本的に
単層的な下請企業の構造を日本のように重層的下請構造に変えなければならない。韓国自動車メー
カーの場合，取引関係を行っている部品メーカーの数は，日本のメーカーの場合より1．7～2．5倍も
多いことが判明している。39》
おわりに．
　以上のように，トヨタ生産方式の体系，米国へのトヨタ生産方式の移転およびハイブリッド化，
そして韓国へのトヨタ生産方式の導入状況および問題点などを検討してきた。トヨタ生産方式は，
フォーディズム的生産方式を導入した日本が，新しい生産方式に発展させた面で大きな意味をもっ
ている。そしてフォード・システム的生産方式を生み出した米国へのトヨタ生産方式の逆輸入はト
ヨタ生産方式の普遍性・特殊性の問題を試す貴重なチャンスになった。最後の韓国自動車産業への
移転の問題は，今後自動車生産先進国入りを目指している韓国にとって，日本や米国での「試行錯
誤」を経ることなしに，こうした生産方式を急速に導入できることが期待される点で，重要な意味
をもつ。
　まず，トヨタ生産方式の体系は，ムダの徹底した排除を基本的なベースとして，二本柱である
JITと自働化の支えによって体系化された。また，その生産方式が「下請企業に提供される月次な
いし日次情報」，カンバンを利用した「後補充方式」，「順序計画表による順序引き方式」，外注カン
バンの親メーカー内部での巡回の仕方などの運用によって，他のグループとつながり，拡散される
形をとった。そしてその周辺で，労働者一人一人に対するきめ細かい「職能資格」を中心とした
「個人別管理」である人事管理，組別に分かれている「QCサークル」の活動を通じて管理される小
集団管理，全従業員を相手にする全従業員集団管理，工場単位を越える範囲で行われる労働者管理
としての労使関係管理を特徴とするトヨタの労務管理によって，トヨタ生産方式が支えられる。販
売システムでもトヨタ生産方式がいかに適用されているかを，4S（整理・整頓・清潔・躾）の実
施，仕事量の平準化，時間あたりの納車台数管理，作業の標準化などを通して検討した。
　第2のトヨタ生産方式の米国への移転は，米国への移転プロセスと，米国の日系企業での労務管
理上の変化を通して移転に対するもっとも重要な点を取り上げることができた。まず，移転プロセ
スは日本国内での体系化一米国の移転の土壌づくり→日本人の指導一現地での再現→安定した生産
活動の維持→現地人自らの改革を創出するメカニズムの完成という形で行われたことを確認した。
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本稿では比較的良好な成果をあげた例としてNUMMI社での活動をあげた。具体的に現場メカニズ
ムの移転には，キー・パーソン・プログラム，自主研，TPM，　QCサークル活動が活用されている。
また米国の日系企業での労務管理は，従業員の採用・教育訓練・賃金体系・作業チーム構成，労使
関係などを中心にその特徴が検討できる。米国へのトヨタ生産方式の移転は米国の代表的な企業
GMと，日本的生産方式を生み出した企業トヨタとの合弁会社であるNUMMI社が驚くほどよい成
果をあげたことからひとまず成功的に実現されていると考えられる。
　最後は韓国自動車産業へのトヨタ生産方式の移転についてであるが，1970年代以降，自動車メー
カーの独自的な自立経営戦略，政府の自動車産業保護・育成政策などを通して急激な発展を成し遂
げるなかで，韓国自動車産業は，表IV－6のように，7点尺度を基準にするリーン生産方式の分析
結果によって，韓国自動車産業の平均水準は4．11に評価され，トヨタ生産方式導入のための基盤が，
ある程度整っていると判断できる。今後のトヨタ生産方式の韓国への移転は経営者側のトヨタ生産
方式の移転に対する認識が高まっていることからみて，普及が広がるように思われる。
　しかし韓国自動車産業の労働慣行は，まだ単純，反復的な労働を特徴とするフォードシステムの
段階にとどまっている。また労使関係の不安定性と下請企業の単層性の問題が最大の障害要因とな
っている。1987年の「民主化宣言」以降，爆発的に展開してきた労使紛争は，賃上げや福利厚生の
向上などの経営側の譲歩により一時的に下火になったように見えるが，労使協調を基盤とするトヨ
タのような安定的な労使関係構築への改善努力，そして経営者側における従業員の人間性尊重の努
力と，従業員側における作業に対する革新努力および意識転換などが必要と考えられる。’
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